
内閣府「将来推計人口でみる 50 年後の日本」1)を基に作成 

Fig. 2: 総住宅数，空き家数及び空き家率の推移.2) 

Fig. 1: 年齢区分別将来人口推計. 

Fig. 3: 空き家発生の主な原因 (N = 116，複数回答). 3) 

 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

近年，日本では少子高齢化が進行し，今後の人口推
計1)では，Fig. 1 で示すように，総人口が2030年（平成
42年）の1億1,662万人を経て, 2048年（平成60年）には
1億人を割って9,913万人となり, 2060年（平成72年）に
は8,674万人になると見込まれている中, 現時点では地
方を中心に人口減少が始まっている. 少子化は人口減
少による生産性・労働力の低下, 高齢化は社会保障費
の負担の増加といった影響を与え, 若年層の生活が圧
迫されていく. 若年層が年金制度や介護などの費用を
大きく負担することになれば, 今後もさらに国民1人
当たりの経済的負担が増して, 子どもを産み育てる環
境がなくなっていくと考えられる. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このように少子高齢化は経済面や社会面, 生活水準

などの様々な領域に影響を与える. そして, その中で
も大きな問題の一つとなるのが空き家の増加である. 
Fig. 2で示すように，平成25年において, 空き家数は820
万戸となり, 平成20年に比べて8.3%増加した. 総住宅
数に対する空き家率は平成10年に初めて1割を超えて
11.5%となり, 平成25年には13.5%と空き家数・空き家
率共に過去最高となった.  
空き家率が上昇する原因として, 総住宅数が平成25

年において6063万戸と5年前より5.3%増加し, 少子高
齢化が進展しつつある現状がありながらも, 新築物件
が供給され続けていること, 住宅所有者の高齢化によ
って住人の死亡や入院で空き家となってしまうことな
どが挙げられる. 3） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 増え続ける空き家によって起こる問題は，建物の老
朽化や害虫の大量発生による景観トラブルや，ごみの
不法投棄による衛生の悪化など様々であり，早急に対
策を講じる必要がある. 空き家発生の原因とそれによ
り生じる問題に関する自治体へのアンケート調査の結
果をまとめた図をFig. 3, 4で示す．日本ではこのような
問題に対して, 平成26年11月に地方公共団体が空き家
対策を行いやすくする「空家等対策特別措置法」の成
立, 国土交通省による空き家の解体やリフォームに対
して援助が受けられる「空き家再生等推進事業」の実
施といった空き家の増加を抑制しようとする動きが見
られる. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

SA法による浜松市の企業仮想データの生成 
○岩田恵人 李皓（静岡大学） 

Generation of Virtual Company Data in Hamamatsu by Simulated Annealing Method 

* K.Iwata and H. Lee (Shizuoka University) 

概要－   日本において少子高齢化や空き家問題が進行している．これらの問題は浜松市において
も例外ではなく，対策を行う必要がある．これら都市問題の把握や政策検討にマイクロシミュレー
ションの導入が進んでおり，政令指定都市の中で最も面積が広い故に，それぞれの地域で異なる都
市問題を抱える浜松市への適用は大きな意味を持つ．マイクロシミュレーションの適用には，その
第一段階として基盤となるデータを取得する必要があり，取得できない場合は何らかの手法で仮想
データを生成する必要がある．本研究では浜松市の人口動態や不動産需給の変化をマイクロシミュ
レーションで分析するために必要となる企業仮想データを SA 法を用いて生成する． 
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Fig. 4: 空き家発生により生じる影響 (N = 1,321, 複数回答). 4) 

Fig. 5: 浜松市の行政区別人口の推移.5) 

Fig. 6: 浜松市の行政区別 65 歳以上単独世帯の推移.5) 𝑓𝑠(𝐴) = ∑|c𝑠𝑗(𝐴) − 𝑅𝑜𝑢𝑛𝑑(𝑟𝑠𝑗 ∙ 𝑚𝑠𝑗(𝐴))|

𝐺𝑠

𝑗=1

 

A : 復元データ 
s : 統計データの種類 
𝐺𝑠 : 統計データの項目数 
𝑐𝑠𝑗  : 統計データ s の条件 Xsjと Ysjを満たす， 

復元データの人・組の数 
𝑟𝑠𝑗  : 統計データ s の項目 j の正しい割合の値 
𝑚𝑠𝑗  : 統計データ s の条件 Xsj を満たす, 

復元データの人・組の数 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
前述した少子高齢化の影響は浜松市においても例外

ではない．Fig. 5, 6で示すように，浜松市のほとんどの
区において人口が減少すると共に65歳以上の世帯が増
加していく傾向にあり, 今後も少子高齢化が進展して
いくと推定されている. 5)これを受けて浜松市では少子
高齢化社会や人口減少, それに伴う空き家の急増など
の社会情勢の変化に対応するための計画の策定・推進
を行っている. 6) 

全国各地で空き家に対する取組みが行われる中，都
心部，郊外住宅地，中山間地域それぞれで空き家問題
を抱える浜松市は様々な対策を行う必要がある．市内
では平成30年に静岡県内で初となる「空家等対策特別
措置法」に基づく略式代執行で空き家一棟に対して一
部強制撤去がなされた．また市内における空き家の流
通を促すための「空き家バンク」が設置されるなど活
発な取組みが見られる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 このような世帯構成の変化や建物の流通といった都
市全体の動きを把握し, 政策立案および検討を行うに
あたってマイクロシミュレーションの導入が進んでい
る. 例としては，アメリカ合衆国の各州，フランスなど
で実際に政策検討に用いられたUrbanSim7)が挙げられ
る．マイクロシミュレーションは都市構造が複雑化し
ていく現在において，都市政策の効果や影響を詳細に

分析するために有効なアプローチとなる．都市政策は
実施にあたって，現在発生している問題を解決してい
くことは当然のこと，事後的ではなく事前の予測によ
って問題の発生を抑止できるような対策を実施してい
かなくてはならない． 
 浜松市は産業や経済の中心となる都心部，農地が広
がる郊外部，空き家の増加が顕著に現れる中山間部な
ど特徴ある様々な地域を持ち，少子高齢化問題，空き
家問題を抱える．浜松市の人口動態や建物の流通等を
分析するマイクロシミュレーションを導入することは
問題を解決していくにあたって大きな意味を持つ． 
 マイクロシミュレーションやエージェントベースシ
ミュレーションを行うために，本研究では，その第一
段階としてモデル化の対象にあたる市民や事業所など
といった活動主体を生成する．政府が国勢調査を通し
て収集する市民や事務所に関するデータを個票といっ
た形で用いることができれば，現実に近いシミュレー
ション結果を得ることができると考えられるが，プラ
イバシーの観点から公開されていないのが現状である．
そのため，政府や行政が一般に公開している統計デー
タから個票データを復元することはシミュレーション
モデルの有効な構築手法となる． 
 本研究において，統計データに基づいた市民や事業
所の個票データの復元を行うために用いる手法が池田
ら8)やMurata, Haradaら9)10)が用いるSA法（Simulated 
Annealing）を用いたデータ復元手法である．個票デー
タの復元を実現するための手法は数多く提案されてお
り，例えば，個票データのサンプルをもとに IPF
（Iterative Proportional Fitting）を行うことにより統計デ
ータに近いデータを生成する SR 法（ Synthetic 
Reconstruction）がある．本研究におけるSA法を用いた
データ復元手法は，SR法の一種であり，サンプルを用
いない手法となる．具体的には一般に公開されている
統計データと初期生成した仮想の個票データとの誤差
を計算する目的関数を設計し，SA法によって誤差の値
を最小化していく手法である． 
 本研究の最適化の対象は従業者数とし，SA法を用い
て，浜松市が公開している事業所統計12)に適合した仮
想データを生成する．  
 
2. SA法を用いた仮想データ生成 

 本研究では桝井らが提案した手法11)を基に，浜松市
の企業に関する仮想データを生成する．桝井らは，池
田ら8)の手法を軸に，市民の年齢や世帯数に関するよ
り多くの統計データに適合した復元手法を提案してい
る．桝井らは，池田らの手法の目的関数に関する改良
を提案している．式(1)が桝井らが提案する目的関数
である． 

 

 

        

 

・・・ (1) 
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Fig. 7: 企業仮想データの E-R 図. 

Table 1: company テーブル. 

Table 2: industry_type テーブル. 

Table 3: town テーブル. 

Table 4: district テーブル. Table 5: city テーブル. 
district_code city_code district

1 22131 中央

2 22131 西

3 22131 城北

4 22131 北

5 22131 東

⋮ ⋮ ⋮
47 22137 天竜

48 22137 春野

49 22137 佐久間

50 22137 水窪

51 22137 龍山

 式(1)の目的関数ではrsj・msjを四捨五入で整数値に
丸めることで，小数点以下の誤差を考慮する必要がな
い．また，重み付けを行わないため，新たに統計デー
タを追加する際に重み付けの値を再検証する必要がな
いといった特徴がある．式(1)で求められる目的関数
値は統計データとの誤差を表すため，この値が0に近
いほど復元データが統計データの割合に一致している
ことになり，復元データの市民の年齢を変更し，目的
関数値を変化させ，統計データの割合に近い復元デー
タを生成することが目標となる．本研究では，式(1)
の目的関数を基に統計データとの誤差の最適化を行
う． 

2.1. 企業仮想データ概要 

企業仮想データは産業分類，町丁・大字，従業者数
を示す属性で構成されている．テーブルはcompany，
industry_type，town，district，cityがある．company
テーブルは，企業を一意の値で示すcompany_idと町
丁・大字単位の立地を示しシミュレーション上の建物
に割り振るためのtown_code，産業分類を示す
industry_type_id，従業者数を示すemployeeで構成さ
れる． 
企業仮想データの構成を表すE-R図をFig. 3に示

す．companyテーブルは初期生成により，
town_code，industry_type_idが割り振られる．
employeeは従業者割り振りで付与され，SA法による
最適化の対象となる．townは外部キーとしてdistrict 
_codeを持ち，districtは外部キーとしてcity_codeを持
つことで，townとdistrict，cityを関連付けている． 

 
 
 

  

 

 

 各テーブルをTable 1～Table 5で示す．各テーブル
の項目数はcompany:37528, industry_type:17, town: 
547, district:51, city:7となっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2. 使用する統計データ 

本研究における企業仮想データの生成には，浜松市
のホームページで公開されている平成26年浜松市事業
所統計12)を用いる．本研究では立地する地域と産業分
類，企業規模を対象とし，適合させる統計データを決
定した．以下が本研究で使用する統計データである． 

 

 

 

company_id town_code industry_type_id employee

0 22131001000 2 10

1 22131001000 2 5

2 22131001000 2 2

3 22131001000 2 1

4 22131001000 3 12

⋮ ⋮ ⋮ ⋮
37523 22137077000 14 1

37524 22137077000 14 0

37525 22137077000 14 305

37526 22137077000 16 3

37527 22137077000 16 2

industry_type_id industry_type

0 農林漁業

1 鉱業、採石業、砂利採取業

2 建設業

3 製造業

4 電気・ガス・熱供給・水道業

5 情報通信業

6 運輸業、郵便業

7 卸売業、小売業

8 金融業、保険業

9 不動産業、物品賃貸業

10 学術研究、専門・技術サービス業

11 宿泊業、飲食サービス業

12 生活関連サービス業、娯楽業

13 教育、学習支援業

14 医療、福祉

15 複合サービス事業

16 サービス業

town_code district_code town

22131001000 12 相生町

22131002001 10 葵西一丁目

22131002002 10 葵西二丁目

22131002003 10 葵西三丁目

22131002004 10 葵西四丁目

⋮ ⋮ ⋮
22137073000 47 横川

22137074000 47 横山町

22137075000 47 両島

22137076000 47 緑恵台

22137077000 47 渡ケ島

city_code city

22131 中区

22132 東区

22133 西区

22134 南区

22135 北区

22136 浜北区

22137 天竜区
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Table 6: 産業分類，町丁・大字別事業所数(A). 

Table 8: 行政区，産業分類，企業規模別事業所数(C). 

Table 12: 行政区，産業分類，企業規模別事業所割合. 

Table 9: 行政区，産業分類，企業規模別従業者数(D). 

Table 7: 産業分類，町丁・大字別従業者数(B). 

Table 10: 産業分類，企業規模(100 人以上)別事業所数(E). 

Table 11: 産業分類，企業規模(100 人以上)別従業者数(F). 

 

 

 

 

 

各統計データにおいて，産業分類は統計法に基
づいて定められた日本標準産業分類における産業大分
類を用いている．統計データ(A), (B)の町丁・大字は
浜松市を547の区画に区分けしている．統計データ
(C), (D), (E), (F)の企業規模はそれぞれ１～４人，
５～９人，１０～１９人．．．３００人以上といった
区切りで示されている．各統計データをTable 6～
Table 11に示す． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Table 6, 7では，産業分類，町丁・大字別事業所・
従業者数を示している．Table 6を用いることで，初
期生成において，産業分類，町丁・大字の属性を持っ
た企業を統計データ(A)との誤差0で生成することがで
きる．それぞれの企業に属する従業者の割り振りは
Table6, 7を用いて行う． 
 Table 8, 9では，行政区，産業分類，企業規模別事
業所・従業者数を示している．統計データ(C)から算
出したTable 12に示す行政区，産業分類，企業規模別
事業所割合を用いることで，初期生成で割り振られた
従業者数を最適化する．Table 8, 9, 12の「出向・派遣
のみ」という項目は，別経営となる他の事業所から出
向・派遣された従業者のみで経済活動している事業所
を示しており，これらの事業所は従業者数0人として
計算される． 
 
 

 

 

 

 

Table 10, 11では，産業分類，企業規模(100人以上)
別事業所・従業者数を示している．統計データ(E)か
ら算出したTable 13に示す産業分類，企業規模(100人
以上)別事業所割合を用いることで，従業者数が100人
以上となる企業の従業者数を調整する． 

 

 

 

(A) 産業分類，町丁・大字別事業所数 

(B) 産業分類，町丁・大字別従業者数 

(C) 行政区，産業分類，企業規模別事業所数 

(D) 行政区，産業分類，企業規模別従業者数 

(E) 産業分類，企業規模(100人以上)別事業所数 

(F) 産業分類，企業規模(100人以上)別従業者数 

 

１～４人 ５～９人 １０～１９人 ２０～２９人 ３０～４９人 ５０～９９人 １００人以上 出向・派遣のみ
中区 農林漁業 0.400 0.200 0.200 0.100 - - - 0.100

中区 鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - -

中区 建設業 0.582 0.241 0.110 0.030 0.017 0.014 0.007 -

中区 製造業 0.526 0.212 0.134 0.047 0.042 0.022 0.017 0.001

中区 電気・ガス・熱供給・水道業 0.333 0.500 - - - - 0.167 -

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
天竜区 生活関連サービス業、娯楽業 0.862 0.083 0.041 0.007 - - 0.007 -

天竜区 教育、学習支援業 0.854 0.073 0.049 - 0.024 - - -

天竜区 医療、福祉 0.333 0.317 0.158 0.058 0.058 0.050 0.025 -

天竜区 複合サービス事業 0.516 0.323 0.065 0.032 - 0.032 0.032 -

天竜区 その他サービス業 0.778 0.130 0.065 0.009 - 0.019 - -

行政区 産業分類
企業規模

index town_code industry_type_id number_of_companies
0 22131001000 0 0
1 22131001000 1 0
2 22131001000 2 4
3 22131001000 3 4
4 22131001000 4 0

⋮ ⋮ ⋮ ⋮
9294 22137077000 12 1
9295 22137077000 13 1
9296 22137077000 14 17
9297 22137077000 15 0

9298 22137077000 16 2

index town_code industry_type_id number_of_employees
0 22131001000 0 0
1 22131001000 1 0
2 22131001000 2 18
3 22131001000 3 40
4 22131001000 4 0

⋮ ⋮ ⋮ ⋮
9294 22137077000 12 104

9295 22137077000 13 61

9296 22137077000 14 544

9297 22137077000 15 0

9298 22137077000 16 5

index city_code industry_type_id company_size number_of_companies

0 22131 0 １～４人 4

1 22131 0 ５～９人 2

2 22131 0 １０～１９人 2

3 22131 0 ２０～２９人 1

4 22131 0 ３０～４９人 0

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
947 22137 16 ２０～２９人 1

948 22137 16 ３０～４９人 0

949 22137 16 ５０～９９人 2

950 22137 16 １００人以上 0

951 22137 16 出向・派遣のみ 0

index city_code industry_type_id company_size number_of_employees

0 22131 0 １～４人 7

1 22131 0 ５～９人 16

2 22131 0 １０～１９人 21

3 22131 0 ２０～２９人 23

4 22131 0 ３０～４９人 0

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
947 22137 16 ２０～２９人 26

948 22137 16 ３０～４９人 0

949 22137 16 ５０～９９人 145

950 22137 16 １００人以上 0

951 22137 16 出向・派遣のみ 0

index industry_type_id company_size number_of_companies

0 0 ９９人以下 177

1 0 １００～１９９人 0

2 0 ２００～２９９人 0

3 0 ３００人以上 0

4 1 ９９人以下 11

⋮ ⋮ ⋮ ⋮
63 15 ３００人以上 2

64 16 ９９人以下 2096

65 16 １００～１９９人 33

66 16 ２００～２９９人 8

67 16 ３００人以上 12

index industry_type_id company_size number_of_employees

0 0 ９９人以下 2130

1 0 １００～１９９人 0

2 0 ２００～２９９人 0

3 0 ３００人以上 0

4 1 ９９人以下 52

⋮ ⋮ ⋮ ⋮
63 15 ３００人以上 1093

64 16 ９９人以下 16452

65 16 １００～１９９人 4574

66 16 ２００～２９９人 2034

67 16 ３００人以上 5818
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・・・ (2) 

𝑅𝑠𝑗 : 統計データ s の条件 Xsjと Ysjを満たす， 
統計データの人・組の数 

 
 

Fig. 8: 企業仮想データ生成フローチャート. 

Fig. 9: 初期生成フローチャート. 

Table 13: 産業分類，企業規模(100 人以上)別事業所割合. 

Fig. 10: 仮想データ全体評価フローチャート 1. 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3. 目的関数 

 本研究での目的関数は，Murata, Harada9)10)がSA法
を行う際に用いているものである．式(2)が本研究に
おける目的関数である． 

𝒇𝒔(𝑨) =  ∑|𝒄𝒔𝒋(𝑨) − 𝑹𝒔𝒋|

𝑮𝒔

𝒋=𝟏

 

 
 

本研究で行う最適化は事業所の従業者数を対象とし

たものとなっているため，従業者数を変更するとその

都度，目的関数値が変化する．仮想データ全体の評価

値は，各項目の目的関数値を合計したものとなる．式

(2)の目的関数は仮想データ全体評価，最適化の際に用

い，得られた目的関数値を SA 法により最適化する． 

2.4. 仮想データ生成手法 

 企業仮想データの生成は，初期生成，仮想データ
全体評価，最適化の手順で行う．全体のフローチャー
トをFig. 4に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.4.1. 初期生成 

 初期生成(InitialCompanyCreation)は，企業生成，
従業者割り振りの順で実行され，統計データ(A), 
(B)(Table 6, 7)を用いて行う．企業生成では，Table 
6に従い，浜松市に立地する企業の数(37528)だけ産
業分類，町丁・大字の属性を持つ企業を生成するた
め，統計データ(A)(Table 6)に関して誤差のない仮想
データにすることができる．従業者割り振りでは
Table 6, 7を用いる．具体的な方法としては，同じ町
丁・大字の同じ産業分類間の従業者数を事業所数で割
って，商と余りを求め，その商をそれぞれの企業に割
り振っていき，最後尾の企業に余りを加えるようにし

て行う．これにより統計データ(B)(Table 7)と総従業
者数において誤差なく割り振ることができる．初期生
成の概要を表すフローチャートをFig. 9に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.4.2. 仮想データ全体評価 

 仮想データ全体評価(CompanyEvaluation)は，
Table 7, 8, 9, 10, 11の事業所・従業者数の列を目標値
として扱う．仮想データのそれぞれの項目における事
業所数，従業者数を算出し，評価値リストを作成，目
標値となる統計データの列を抽出しリストの形で切り
取った目標値リストと比較することで全体の評価値を
算出する．仮想データ全体評価の概要を示すフローチ
ャートをFig. 10, 11に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９９人以下 １００～１９９人 ２００～２９９人 ３００人以上
農林漁業 1.000 0.000 0.000 0.000
鉱業、採石業、砂利採取業 1.000 0.000 0.000 0.000
建設業 0.998 0.002 0.001 0.000
製造業 0.972 0.017 0.005 0.006
電気・ガス・熱供給・水道業 0.926 0.037 0.037 0.000
情報通信業 0.990 0.003 0.008 0.000
運輸業、郵便業 0.942 0.043 0.007 0.007
卸売業、小売業 0.995 0.004 0.001 0.000
金融業、保険業 0.986 0.013 0.002 0.000
不動産業、物品賃貸業 1.000 0.000 0.000 0.000
学術研究、専門・技術サービス業 0.996 0.004 0.000 0.001
宿泊業、飲食サービス業 0.996 0.002 0.001 0.001
生活関連サービス業、娯楽業 0.995 0.004 0.001 0.000
教育、学習支援業 0.993 0.005 0.000 0.002
医療、福祉 0.976 0.016 0.003 0.005
複合サービス事業 0.964 0.014 0.014 0.009
その他サービス業 0.975 0.016 0.004 0.006

産業分類
企業規模
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（１） 2.4.1 で述べた手法での仮想データの初期生成 

（２） 規定試行回数を満たしていれば探索を終了 

（３） 仮想データ内から一つの企業をランダム選択 

（４） 企業から移動もしくは受け入れる従業者数を決定 

（５） 受け入れもしくは移動する二つ目の企業を 

対象企業群からランダム選択 

（６） 従業者移動判定 

（７） （２）に戻る 

 

・・・ (3) 

Fig. 11: 仮想データ全体評価フローチャート 2. 

Fig. 12: 最適化フローチャート. 

𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑎𝑐𝑐𝑒𝑝𝑡) {

           1            𝑖𝑓 ∆𝐸 ≤ 0

𝑒𝑥𝑝 (−
∆𝐸

𝑇
)    𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒

 

∆E = (E′ − 𝐸) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.4.3. 最適化 

 最適化(SimulatedAnnealing)は，目的関数により算
出された評価値をSA法で最小化するようにして行う．
本研究で用いるSA法アルゴリズムの概要を以下に示
す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）では，Table 12, 13を用い，従業者数を決定す

る．（３）で決定された企業の産業分類，行政区を特
定し，それぞれの組合せにおける企業規模の割合を抽
出し，その割合に従い，遷移する企業規模を選択す
る．選択された企業規模となる従業者数になるように
新たな従業者数を決定することで，移動・受け入れる
従業者数を算出する． 
（５）では，産業分類，町丁・大字が一つ目の企業

と同一であり，移動に十分な従業者数を持つ企業群を
抽出し，その中から一つ企業をランダム選択すること
で決定する．産業分類，町丁・大字が同じ企業間で従
業者の移動を行うことで誤差0で初期生成した仮想デ
ータのTable 7との誤差を0で保ったまま他の統計デー
タとの誤差を最適化することができる． 
（６）では，移動の対象となった企業だけを評価

し，現在の全体の評価値との差分として評価値を更新
する．これにより，試行ごとに仮想データを全体評価
することで生じる無駄が削減されるため，一回の解探

索にかかる時間を少なくすることができ，大きな探索
回数を設定することが可能となる．判定は式(3)で示
すメトロポリス基準に従い，改良する解はすべて受
理，改悪する解は確率的に受理する．改悪解を受理す
る確率は温度が下がるにつれ低くなり，また現在の評
価値との差が大きいほど低くなる． 
 
 
 
 
 

 
 式(3)では，Prob(accept)は，従業者数の遷移を受理
する確率，Eは遷移前の誤差，E’は遷移後の誤差，T
は温度パラメータを示している．∆E<0の場合，新た
な従業者数への遷移をすべて受理する．その他の場合
でも，誤差の変化量と温度パラメータに応じて，改悪
解を確率的に受理する．温度パラメータは初期温度と
して高い温度を設定し，試行ごとに一定の比率で温度
を減少させる．最適化の概要を表すフローチャートを
Fig. 12に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.5. パラメータチューニング 

 本研究において調整を行うパラメータは，T(初期
温度)とcool(冷却率)である．冷却スケジュールは指
数冷却を用いる．本研究で行うSA法の停止条件は，
規定回数に達した場合か，受理がほとんど起こらなく
なった場合を採用するため，t(収束温度)は考慮しな
いものとする．パラメータチューニングを行った結果
をTable 14，15に示す．それぞれのパラメータにおけ
る実行回数は10とする．停止条件は試行回数が5億回
に達した場合か，受理が100万回連続で起こらなくな
った場合とする．冷却率0.99999999以上は誤差が収
束するまでの試行回数が5億回を超えるため，今回の
パラメータ調整では対象外とする． 
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Fig. 13: SA 法実行結果(3 億回). 

Table 16: 各統計データとの初期誤差・最終誤差. 

Table 17: 各統計データと仮想データの適合率. 

Table 14: 各パラメータにおける最終誤差. 

Fig. 14: 統計データ(B)適合率(浜松市中区).13) 

Table 15: 各パラメータにおける収束までの時間[秒]. 
） 

・プロセッサ：3.5GHz Intel Core i5 
・メモリ：8GB  
・OS：macOS 10.14 
・開発環境：PyCharm Version 2018.2.4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の結果から，初期温度と冷却率を高く設定する
ほど，誤差を縮小できることが分かる．最良結果は初
期温度，冷却率ともに最大の設定によるものとなって
おり，誤差が最大となった初期温度10^1，冷却率0.9
の設定に比べ，約2000の差がついた．また，最良結
果のパラメータでの実行時間が一番時間がかかる結果
となり，2番目に良い結果となる初期温度10^4，冷却
率0.9999999に比べ，約6000秒の差がついた．二つの
パラメータの間には，収束時間に大きな差があるのに
対して，最終誤差における差はほとんどなかった．仮
想データ生成の効率を考えると，できるだけ短い時間
で収束するパラメータを設定する必要がある．以上を
踏まえ，本研究におけるパラメータ設定は初期温度
10^4，冷却率0.9999999とし，仮想データの最適化を
行う．また，本研究の実行環境は以下の通りである． 
 
 
 
 
 

3. 結果と考察 

3.1 仮想データの生成結果 

 2.4 で示した仮想データ生成手法を用いて，浜松市
の企業仮想データの生成を行った．初期温度 10^4，冷
却率 0.9999999 の設定で，3 億回の試行を行ったとこ
ろ初期誤差 473543 から最終誤差 8183 と約 98.3%の誤
差の縮小に成功した．SA法の実行結果を Fig. 13，各種
統計データとの初期誤差及び最終誤差を Table 16 に示
す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

Fig. 13 からは SA法実行直後，急激に誤差が縮小し，
その後，誤差の拡大・縮小を繰り返しながら，誤差を
収束させていることが分かる．Table 16 からは同じ産
業分類，町丁・大字間での従業者の移動により統計デ
ータ(B)との誤差が 0 のまま他の統計データとの誤差
を縮小できていることが分かる． 
 各統計データと仮想データの最適化前後における適
合率を Table 17 に示す．適合率は仮想データにおいて，
真に正しかったものの割合を指し， 
[(統計値 – 統計データとの誤差) / 統計値]で求める
ものとする．本研究で得られた仮想データは統計デー
タに対して全体で 99%以上適合しており，精度の高い
仮想データが生成できているといえる．各統計データ
においても高い水準で統計データを復元できている． 

 

 

 

 

 

 各町丁・大字，行政区における適合率を Fig. 14, 15, 
16 に示す．統計データ(B)に対して全ての町丁・大字
で 100%適合した仮想データが生成できており，統計デ
ータ(C),(D)に関しては，行政区単位でみると人口密度
の最も低い天竜区において，比較的適合率が低い結果
となった．浜松市全域においては精度の高い仮想デー
タが生成できていることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.9 0.99 0.999 0.9999 0.99999 0.999999 0.9999999

10^1 10020.2 9421.0 9463.0 9801.0 9427.4 8974.6 8371.8

10^2 9822.2 9485.0 9047.8 9422.6 8911.4 8600.2 8338.6

10^3 9637.4 9669.8 9397.0 9254.2 8760.6 8467.4 8369.4

10^4 9429.4 9457.0 9200.2 9489.0 9036.6 8521.8 8202.6

10^5 9244.6 8802.2 9151.8 8791.8 8450.6 8494.6 8199.4

初
期
温
度

冷却率

0.9 0.99 0.999 0.9999 0.99999 0.999999 0.9999999

10^1 2550.7 3681.0 2335.8 3066.2 4065.0 4097.3 10511.8

10^2 2562.8 2639.1 3943.0 3122.3 3491.3 4278.8 13333.5

10^3 2423.9 2565.3 3566.8 2868.0 3765.7 5332.4 21263.2

10^4 3152.7 3078.7 2360.6 2543.8 4190.8 5639.7 25927.4

10^5 2333.4 3265.7 4734.5 3670.1 4258.0 7472.5 31618.0

冷却率

初
期
温
度

統計データ 初期誤差 最終誤差

統計データ(1) 0 0

統計データ(2) 0 0

統計データ(3) 25177 519

統計データ(4) 297466 7162

統計データ(5) 570 42

統計データ(6) 150330 460

全体 473543 8183

最適化前 最適化後

統計データ(1) 100.00% 100.00%

統計データ(2) 100.00% 100.00%

統計データ(3) 32.87% 98.62%

統計データ(4) 23.01% 98.15%

統計データ(5) 98.48% 99.89%

統計データ(6) 61.09% 99.88%

全体 62.76% 99.36%

統計データ
適合率
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Fig. 15: 統計データ(C)適合率.14) 

「国勢調査結果」（総務省統計局）,  
「数値地図」（国土地理院）13)14)を基に作成 

Table 18: 各割当手法における初期誤差. 

Fig. 17: 従業者数変更・統計(C)(E)割当(1 億回). 

Table 19: 従業者数遷移手法の比較. 
Fig. 16: 統計データ(D)適合率.14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 本研究で用いた手法の有効性検証 

 本研究で用いた仮想データ生成手法における，従業
者数の遷移方法と最適化手法の有効性を検証するため
に，従業者数を変更する手法と従業者を企業間で移動
させる手法，局所探索法を用いた最適化手法と SA 法
を用いた最適化手法を比較する．局所探索法とは，SA
法と異なり，改悪する解への確率的な遷移を行わず，
改善される解のみの遷移を受理し最適解を探索する手
法である．それぞれ 1億回を 10試行行い，その平均値
を示している．パラメータ設定は，初期温度 10^3，冷
却率 0.9999999とする． 
 従業者数の遷移方法に，一つの企業の従業者数を単
に変更する手法と従業者を企業間で移動させる手法を
それぞれ適用する．最適化手法はどちらにおいても SA
法を用いている．また，従業者数の変更では，統計デ
ータ(B)の最適化も行われるため，本研究で行っている
統計データ(B)に従い誤差 0 で従業者を割り振る手法
（以下，統計(B)割当）に加え，統計(C),(E)の割合に
従った割当手法（以下，統計(C)(E)割当）も行うこと
とした． 

 統計(C)(E)割当とは，統計データ(C)(E)の従業者割
合(Table 12, 13) に従い，企業規模を選択し，選択され
た企業規模になるように従業者数を決定する割当手法
である．統計(C)(E)割当は初期誤差が平均 442652.2で
従業者を割り当てることができる．統計(B)割当は統計
データ(B)を初期誤差 0 で適合させることができるも
のの初期誤差 473543 と前者の割当手法に比べて大き
な初期誤差がでる手法となる．各割当手法により生じ
る初期誤差を Table 18 に示す． 
 

 

 

 

 

 

 

 それぞれの手法を適用した結果を Table 19, Fig. 17, 
18, 19 に示す．適用結果から従業者を企業間で移動さ
せる手法が最も誤差を縮小できていることが分かる．
また，それぞれの手法の適用結果に対して両側の分散
が異なることを仮定した t検定を行ったところ，有意
水準 1%で有意な差がみられた．このような結果になっ
た要因としては，統計データ(C)，(D)，(E)，(F)のみ
の最適化に焦点を当てることができたこと，項目数が
多く全体で大きな誤差が発生しやすい統計データ(B)
の誤差を 0に固定できたことが挙げられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統計(B)割当 統計(C)(E)割当

統計データ(A) 0 0

統計データ(B) 0 293345

統計データ(C) 25177 2426.4

統計データ(D) 297466 97117.6

統計データ(E) 570 126.4

統計データ(F) 150330 49636.8

合計 473543 442652.2

初
期
誤
差

統計データ

従業者数遷移手法

初期従業者割当

最終誤差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

統計データ(A) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

統計データ(B) 13736.9 951.4 13749.1 286.8 0.0 0.0

統計データ(C) 948.8 25.5 911.0 17.3 539.5 27.1

統計データ(D) 3281.7 159.2 2718.8 77.7 7201.6 83.7

統計データ(E) 64.6 6.2 69.4 10.8 43.2 3.0

統計データ(F) 669.7 87.9 666.5 52.5 490.9 35.5

全体 18463.3 1100.7 17935.0 333.2 8275.2 94.7

従業員数の変更 従業員の移動

統計(C)(E)割当 統計(B)割当 統計(B)割当
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Fig. 18: 従業者数変更・統計(B)割当(1 億回). 

Fig. 19: 従業者移動・統計(B)割当 (1 億回). 

Table 20: 最適化手法の比較. 

Fig. 20: 局所探索法による最適化(1 億回). 

Table 21: 各手法の最終誤差(3 億回). 

Fig. 21: 従業者数変更・統計(C)(E)割当 (3 億回). 

Fig. 22: 従業者数変更・統計(B)割当 (3 億回). 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 局所探索法と SA法をそれぞれ適用した結果を Table 
20, Fig.20 に示す．従業者数の遷移方法はどちらの最適
化手法においても，従業者を企業間で移動させる手法
を用いている．適用結果から SA 法は局所探索法より
誤差を縮小でき，効率的な最適解の探索が行われてい
ることが分かる．各統計データにおいても SA 法の方
がより小さな値まで誤差を縮めることができており，
改悪解への確率的な遷移が仮想データの最適化に効果
的であるといえる．また，それぞれの手法の適用結果
に対して両側の分散が異なることを仮定した t検定を
行ったところ，有意水準 1%で有意な差がみられた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 それぞれの手法を 3 億回試行した結果を Table 21，
Fig.21, 22, 23 に示す．SA法における各パラメータは初
期温度 10^4, 冷却率 0.9999999とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最適化手法

最終誤差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

統計データ(A) 0.0 0.0 0 0.0

統計データ(B) 0.0 0.0 0 0.0

統計データ(C) 1032.7 44.0 539.5 27.1

統計データ(D) 10830.7 513.0 7201.6 83.7

統計データ(E) 83.8 7.6 43.2 3.0

統計データ(F) 1720.8 277.3 490.9 35.5

全体 13668.0 725.2 8275.2 94.7

局所探索法 SA法

統計(3)(5)割当 統計(2)割当

最終誤差 17149 15570 16633 8183

従業員数変更
局所探索法 SA法
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Fig. 23: 局所探索法による最適化 (3億回). 

 

 

 

 

 

 

 

 以上の結果から 3億回試行した結果においても，本
研究で採用する従業者数の遷移方法に企業間の従業者
の移動を用いる手法と SA 法による最適化手法を適用
した最適化が最も誤差を縮小できているといえる． 

4. おわりに 

本研究では，今後浜松市へのマイクロシミュレーシ
ョンを実行するために必要となる企業仮想データの生
成を行った．マイクロシミュレーションから正確な結
果を得るためには，その前処理として初期状態の個人
や世帯，企業などの属性を出来る限り現実に即した形
で再現することが必要であり，本研究においては，統
計データとの誤差が最小となる企業仮想データの生成
に挑戦した． 
企業仮想データ生成の結果は，初期生成された仮想

データの誤差の約 98%を解消し，統計データとの適合
率 99%以上の仮想データが生成できた．具体的には，
統計データ(A)(B)には 100%，統計データ(C)(D)には
98%，統計データ(E)(F)には 99%以上適合した仮想デ
ータが生成され，極めて現実に近い仮想データが生成
できたといえる． 
また，本研究で行った生成手法を実行するにあたり，

他の生成手法との比較を行い，その有効性を検証した．
有効性を確認したのは，従業者遷移の方法と最適化手
法選択の部分である． 
従業者遷移は，本研究では企業間の従業者の移動に

よって行っている．これを企業の従業者数を単に変更
する手法と比較した．比較の結果からは，従業者の移
動の方がより誤差を縮小でき，総従業者数の誤差がな
い仮想データを生成できていることが示された． 
最適化手法選択においては，その比較対象として，

局所探索法を挙げた．検証の結果は，SA 法の方がより
誤差が少ない解の探索ができており，SA 法の特徴で
ある改悪解への確率的な遷移が，局所最適解からの脱
出に作用し，より統計データに適合した仮想データの
生成に貢献できていることが確認できた．これらの有
効性の検証を通して，より誤差が最適化できる手法を
選択できたのではないかと考える． 
課題としては，全体的には統計データとの適合率が

高い仮想データを生成できたが，まだ誤差が残ってい
る部分があることが挙げられる．特に天竜区での適合
率が低く，浜松市の行政区で最も空き家率の高い天竜
区 15)における誤差は，今後のシミュレーションに影響
を与える可能性があるため，より誤差を解消できる手

法を考えていく必要がある． 
今後は，企業仮想データの town_code を基に各建物

に割り振り，より詳細な企業の立地を決定する．その
上で，本研究の成果物である企業仮想データと Murata, 
Harada9)10)による世帯と個人, 建物の仮想データを用
い，浜松市の人口動態を推定するマイクロシミュレー
ションを行う． マイクロシミュレーションから得られ
た推定結果の妥当性を検証し，将来不動産需給推定シ
ミュレーションを実施することを目標とする． 
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